第1回　今後のパートタイム労働対策に関する研究会　傍聴記（文責　伊藤）
2011年2月3日（木）１５：００～１７：００　厚生労働省共用第7会議室

議事次第

１）パートタイム労働法の施行状況などについて

２）今後の研究会の進め方について

３）その他

資料項目

資料Ⅰ　開催要項

資料２　参集者

資料３　会議の公開の取り扱いについて（案）

資料4　パートタイム労働の現状

資料5　パートタイム労働法の施行状況

資料6　「短時間労働者実態調査」結果＜概要＞

資料7　パートタイム労働対策に関する主な決定など

資料８　今後のスケジュール（案）

資料９　研究会で議論していただく論点（案）

参考１　パートタイム労働法の概要など

議事

高井雇用均等児童家庭局長：挨拶　平成5年に制定、平成19年に前回改正　3回改正してきた。施行後3年を経過後見直しで、今年が3年目、新成長戦略の中でも、同一価値労働同一賃金に向けて取り組むことになっている。

委員の紹介　別紙資料２参照

＜下記、敬称略＞　　

事務局　資料の確認

資料の１　開催要項の説明　

今野浩一郎　座長

事務局から　資料4について説明　資料5の説明
（伊藤　感想　紛争解決が、少なすぎ）

資料6　ＪＩＬの調査結果　昨年12月に公表　平成22年4月1日の調査

資料7　京都女性協会事件　の敗訴
今野座長：質問があればだしてください。
佐藤弘樹：　資料5のデーターの６０Ｐ厚生労働省の資料とＪＩＬPTの調査の事業規模が違う。資料5の６Ｐでの労働条件調査と、資料４　正社員の方が企業規模大きい。

企業業規模の小さいところのほうが、パート多い。企業単位での29人以下と上など、企業単位のＪＩＬＰＴでの実態調査から出せるか。企業規模で見た時、集計あるか？

事務局　事業所単位で聞いている。人数、聞いていない。

佐藤弘樹：　29人以下、大きいので企業規模別に分かると良い。厚生労働省の制度調査も、30人以上多い。企業規模について、大事だ。
事務局　厚生労働省実態調査　来年にあたっているので、企業規模が聞けると思う。
浅倉　　　　　　　　　　浅倉むつ子：　資料５（パート労働法の施行状況）見ると助言の件数少ない、受理件数　　　　　　　　　　　　　　　　少ない8　　　　　の関係　実際に事業所みると、対象が見つからない。ＪＩＬの対象者、０．１％該当するかどうか難しい。紛争解決援助の　　　　解決機能　８条（差別的取り扱い）の関係多いのか

水町勇一郎：　　9条（賃金）、8条は、どういう是正指導しているのか教えてください

事務局　8条、業種では、運輸業のところで、サービス清掃、医療、福祉で助言指導、認められると、基本給が違うところで同じ賃金表を作るとか、退職金支払ってもらう。9条　ここの指導については、パートは一律いくらという賃金体系については、職務内容とか、勤続年数とか、資格を反映して昇給制度などを入れてください。パートだから一律ではなくて、職務の内容であったり、勤続だったり、正社員の評価制度を勘案して是正するように言っている。

水町：　ルール作りをうながしているということですか

事務局　そうです。

山川隆一：　組合加入状況　若干増えている。　労働組合の事例調査で何か出ているか

　　　資料5の待遇に関する説明　説明は、どのような事項か、説明と納得度の対応関係のデーターがあるかどうか、不満などの趨勢わかるか　ｐ５２のＨ18年の雇用期間の定めのある人が、増えている、この企業規模反映しているのか

事務局　労働組合の救済は、資料の６－３４Ｐ不満不安を相談したところ。相談した人3割
相談先３．４％労働組合になっている。今後の相談先は、３５Ｐで労働組合１．３％　内容によって９．１％しかない。2点目、不満について、ＪＩＬＰＴの調査では、施行の現場では、様々な事例があって、賃金に対する説明が多いのか、どういうわけで正社員になれなかったのかで、紛争になったもの、労働条件の明示もなく、退職時に説明求めて紛争になったものなのかなど、有期、無期のところ、資料６－５２Ｐ　事業所調査　３８Ｐ有期８５％で、この調査の中では、整合取れていると思う。今回、大企業が取れているというのは、推測ですが考えられる。有期、無期のぶれがあるのは実態だ。
権丈栄子：　賃金に関する　資料４　勤続年数、同じ企業にいた場合でも、0からカウントしなおしているのか、もうひとつは、賃金との関係で、１２Ｐで、パート労働者の一般労働者との変化、女性の方が格差大きい、欧米諸国の傾向と似ている。男性の賃金が上がっているのは、属性の変化なのか、待遇の改善なのか、分かる資料があるのか、資料６－不満が減少しているということの、理解どういうことかわかるか

事務局　資料6の１１Ｐ確認する資料4の１２Ｐ　男性と女性と一般の比較、構造的な属性とそれぞれ、反映している、分析もう少し必要かと思います。　景気動向の反映も見えるかブレイクダウンしたい。

水町：資料７　京都市女性協会事件　同一価値労働同一賃金　男女間で使われている

フルか、パートかではなく、男女間でどのように使われてきたのか、賃金格差があるのに

合理的利用ができなければ、労基法4条違反という裁判例も含めて広く見ていきたい

事務局　男女ということご指摘のように承知している、広い視点で見ていきたい。

今野：この判例では、同一価値労働ではないという基準は、誰がやったのか

浅倉：この判決では比較すべき正社員がいなかった。同一の労働者がいなくても、すべきと思う。比較する対象がいない。パート法の成果というのは、均衡処遇の、価値比較を研究会で焦点にしてほしい

水町：京ガス事件のようなものがある。価値が同じなのに、男女で違う賃金違法という判決

でている。ヨーロッパの中でも、動きがあるので勉強していきたい

今野：同一労働という場合、同一労働をどう判定するのか

水町：　タクシーの労働時間が違う場合、知的労働と違う

今野：　歌舞伎町か青梅かでも、違うよね

水町　ビジっとに適用されていない

今野　価値を計ってもいろいろある

　　　こんな、

議題2　研究会の進め方

事務局　資料８　進め方スケジュール　諸外国の紹介　関係者からのヒアリング

　　　　各論点を検討していきたい。夏ごろ、報告書まとめたい。

　　　資料９　今後論点案

　　　１、通常労働者との待遇移動、～５その他、研究会で出てきた論点追加

水町　資料９　３、4番、1番と関わってくるもの、納得性を高めながら進めていくのか

　　　連携しながら議論進めていくのが大切、教育訓練、能力の問題　待遇の均等・均衡

　　　の落ちていく人に、システムの問題なので、重要な項目に

山川　労働組合との取り組み状況　既存調査あれば、紹介してもらいたい

　　　諸外国のパート労働法制、アメリカでは、実質的同一性などあるので、紹介してもらいたい

浅倉　１の通常の労働者との待遇の　比較、厚生労働省で職務評価実施マニュアルの再検討も入れてもらいたい
水町　同一価値労働同一賃金　Ⅰ対1で比較するもの。後は、組織としてシステムとして事業主に、促していく、集団的システム構築に、促していく、ポジティブアクションに近い、両方視野に入れながら、2番目のところで、視野に入れながら清算的意味があると思う。
今野：制度を考えていくに近い

水町：労使の中で、いろんな賃金制度がある中で、処遇があまりにも違う場合、企業の中で変えていくことに、インセンティブを与えていく。カナダの中での例がある

浅倉　男女の方では、いろんな試みがある。パート、フル、男女間の賃金格差の解消

区分けしないで、日本の中にシステムに、入れていく、一体化して変えていけるという提案

水町　全国転勤と地域限定、１００：４０では、違いすぎるよねということを、どういう

ポイントになるのか、当事者が納得できるように促していく

今野：マーケットが40と言ったら、どうする・

水町　裁判所でやるのがよいのか、当事者が、話し合ってできるのがいいのか

佐藤：手続き的に納得できればいい。

水町：それぞれの職務制度の中で、是正していく

今野：組合ある所で、労使で納得すると、ここが不満だと言うとどうなるの？

山川：納得しているのか、組合の中の仕組み、意見のきき方もある。フードバックすることで納得できる、フィードバック効果あるのか

浅倉　労働組合の中で、男女差別がある。たとえ、組合が関与していても是正しなければ、ならない水町さん、イギリスの賃金レビュー　みたいならもの。イギリスでは、企業ごとに公表義務が課せられた。男女間賃金格差、縮小のシステム化されている。

例えば、５％あれば、どう格差　ちじめるか、労働組合の力を借りて縮小していく、両立できる。

水町：労使が関与する。労使が差別している。両方あることを意識しながら制度設計必要

今野　論点であるか　　
権丈：　パートタイム労働者の活用どう考えるか、多様な働き方、能力も生かしながら

新しい非正規労働の在り方強く意識できればいいなと思っている。

現状のパート労働、職域も責任も増加している、一方で就業調整があることによって、有効活用を疎外する要因に、パート労働の在り方を考える、短時間正社員の制度のありかたもある・日本全体として、人々の幸せを高めていけるかという議論できているかと思う

佐藤：通常労働者との関係で議論するのだが、通常労働者の中でも適用できないとおかしいので、正社員でも男女間でも適用できる理念でないとワークできないと思う。その点も考えて議論必要

山川：フルタイムパートについて、どこで取り上げるのか検討必要。

水町：佐藤、山川先生まったく同感、正社員正社員間、無期有期間でも、フル・パートも含めて視野を広げて検討必要。

今野：会社の中で、いろんな人がいる、普遍的な尺度を入れた方がいい。別々に作った方がいいと考え方ある

水町：全体として、背景が共通している問題は、一緒に考える

今野：わかるけど、企業が、別々に考えている。一本でやってしまう。営業向け変更

　　　技術向け変更と、共通のインターベースがあるといいのか

水町：例えば、ホワイトカラーの中でも説明ができるようにしていく

今野：資料9の論点表　作り直して

事務局：次回研究会　3月7日　10時から12時
